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本研究の目的は、東日本大震災の被災者に対する義援金の拠出を促進する説得技法

を開発することであった。独立変数は、ポジティプ共感喚起(あり、なし)、ネガティ

プ共感喚起(あり、なし)、罪悪感喚起(あり、なし)の3変数であり、 2X2X2の実

験参加者間計画であった。このほかに、従属変数のみを測定する統制条件を設けた。

従属変数として、募金への行動意思と態度、実験的に操作された3種類の感情、集合

的防護動機モデルの8つの認知変数を測定した。 3つの独立変数は、行動意思と態度

に対してほとんど効果を生じさせなかった。しかし、説得の生起過程の分析から、責

任認知と実行能力認知と罪悪感が募金への協力行動意思を促進する最も有力な要因で

あることが示された。

キーワード・東日本大震災、義援金、説得、罪悪感、集合的防護動機モデル

間掴

本研究は、東日本大震災の被災者に対する義援金の時間的推移がまだ明らかになっていない20日

年5月の時点で、義援金への継続的な協力を市民に訴えるための有効な方法を開発するために、ア

クション・リサーチの性格を帯びた研究として計画され、実験は2011年 12月に実施された。

東日本大震災

2011年3月 11日14時46分に、宮城県沖 130回の海底を震源とするマグニチュード 9.0の海溝型

地震が発生した。宮城県栗原市で最大震度7を観測したほか、東北・関東の各地で震度6強を観測

した。地震による大棒波は、波高 10回以上、最大遡上高 40血に達し、東北地方及び関東地方の太

平洋沿岸に壊滅的被害をもたらした。 2012年 12月 19日に警察庁緊急災害警備本部が発表した「東

日本大震災の被害状況」によると、人的被害は、死者 1万5878人、行方不明者2713人、負傷者6126

人、建物被害は、全壊 12万9714戸、半壊26万7612戸であった。このほかに、農地、漁港、漁船、

道路、橋梁、鉄軌道、山崖崩れなどの被害も広範で深刻なものであった。

地震に伴う津波は、さらに深刻な原子力発電所の事故を引き起こした。東京電力福島第一原子力

発電所を襲った樟波は、全電源喪失状況に陥らせ、原子炉が冷却できなくなったため、炉心溶融が
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発生した。そして、原子炉で発生した水素の爆発により、原子炉建屋が破損し、環境中に大量の放

射性物質が放出されるという最悪のレベル7の事故となった。これは、 1986年4月26日旧ソ連で

発生したチェルノプイリ原子力発電所事故以来の深刻な事故であった。大気、土壌、海洋の放対性

物質による汚染は深刻で、除染作業も進まず、避難命令を受けた被災者の一時帰宅さえ見通しが立

たない地域も多い。

日本経済新聞電子版2013年 1月7日号によると、県内での避難を含めると、約 34万人の被災者

が避難生活を余儀なくされている。特に被害の大きかった岩手、宮城、福島3県の被災者のうち、 7

万3466人が県外避難を続けている。

また、震災関連死に関する検討会(復興庁)が 2012年8月21日に発表した「東日本大震災にお

ける震災関連死に関する報告」によると、 2012年 3月31日現在で震災関連死の死者数が 1632人に

達している。震災関連死とは、東日本大震災による負傷の悪化等により死亡する場合を指し、災害

弔慰金の支払い対象となる死のことである。災害関連死の特徴は、約9割が死亡時年齢66歳以上の

高齢者であり、約5割の死亡時期が震災発生後 1ヶ月以内である。この震災関連死という現象は、

早急で、しかも十分な支援が不足していることを意味する。

東日本大震災の被害総額は約 25兆円に達すると推定される。東日本大震災の被害規模は、阪神・

淡路大震災と比較すると、その深刻さが明瞭となる。 1995年 1月 17CI 5時46分に発生した阪神・

淡路大震災は、淡路島北部を震源とするマグニチュード 7.3の直下型地震であった。震源地付近で

は震度7を観測し、死者6434人、行方不明者3人、負傷者4万3792人の人的被害を出し、被害総

額は約 10兆円であった。

東日本大量2置の心理学的理解

東日本大震災は心理学的にどのような特徴を内在した災害なのであろうか。震災の3ヵ月後に全

国調査を実施した広瀬(2012)は、東日本大震災で起きた地震、津波、原発災害のうちで、樟波(24.0%)

や地震 (19.1%)よりも原発災害 (5.4.4%)の被害が最も深刻に受け止められていることを指摘して

いる。死者・行方不明者の 90%以上は津波が原因であり、残りの 10%弱は地震が原因であることを

考えると、死者・行方不明者の原因となっていない原発災害がより深刻であるとみなされるのはな

ぜか。この理由として広瀬 (2012)は2つ挙げている。第 1の理由は、地震や樟波といった自然災

害は、体感型災害であるため、大自然に対しては脆くしかないものの、被害の程度が具体的に把握

でき、災害復興への期待がもてることである。第2の理由は、原発災害は人為災害であるだけでな

く、被害を五感で捉えられない不気味さがあることである。調査結果からも、原発災害は「東京電

力の原発に対する安全管理」や「政府の原発に対する監督・管理」が事故原因と見られていること、

放射線への被爆の不安を感じている人が 80%以上に達することが示された。

また、日本政府は、被災地に対する第一次補正予算を2兆円、第三次補正予算を4兆円組み、震

災8ヵ月後に初めて 10兆円を超える補正予算を組んだが、 20兆円から 30兆円の資金を迅速に投入

し、復興事業を速やかに進めなければならないという立場からは程遠いものであった。このような

日本政府の復興政策を批判した藤井 (2012)は、阪神・淡路大震災の復興事業に比べて、東日本大
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震災の復興事業の迅速さと規模が劣る原因を、時の政権の違いだけでなく、国民意識の変化に求め

ている。藤井 (2012)によると、国民意識の変化は、ナショナリズムの低下と新自由主義経済世界

観の向上から二面的に理解できる。ナショナリズムは、日本の国家、歴史、文化、風土に対する愛

着や忠誠の念、日本人としての同朋意識を指す。また、新自由主義経済世界観は、人や企業が利己

的に効用や利潤を最大化するためには、規制緩和が財やサービスの交換効率を高め、人々の幸福を

もたらすという世界観を意味する。

被災者に対する支援としての‘援金

東日本大震災では「緯」をキーワードに、被災地の復興を願い、被災者に様々な支援が国内外か

ら寄せられている。困難とも呼ぶべき東日本大震災に対して、国民一人ひとりはどのように関わっ

ていけばよいのであろうか。特別な知識・技術を持たない一般市民が被災地や被災者に対して採り

うる支援活動は大きく 2つに分類できる。 lつは、経済的支援活動である。これは金品の寄付を意

味し、お金や物資を寄付することである。もう 1つは、労力的支援活動である。これはいわゆるボ

ランティア活動であり、瓦磯の撤去作業に代表される労力奉仕である。なお、炊き出しなどの支援

活動は、上記2種類の支援活動の中間的性格をもっ。

上記の経済的支援活動のうち、災害の被災者の支援のために寄付されるお金のことを義援金と言

う。義援金は、もともと義摘金と表記されるが、現在は、当用漢字を当てることで義援金と表記さ

れる。本研究では、義援金への協力を呼びかける有効な手段を実験的に検討することを目的とする。

東日本大震災の被災者に対する市民からの義援金は、日本赤十字社、中央共同募金会、日本放送

協会、 NI司王厚生文化事業団の4団体が受け付けている。集まった義援金の被災都道府県への配分割

合は、学識経験者、義援金受付団体の代表者、被災都道府県の代表者で構成される義援金配分割合

決定委員会によって審議され、義援金受付団体に示される。被災都道府県に配分された義援金を被

災者に公平に配分するために、各都道府県には、義援金受付団体代表、福祉団体代表、被災者代表、

ボランティア代表、学識経験者から構成される義援金配分委員会が設置され、配分対象、配分基準、

配分時期、回分方法などが審議・決定され、配分を受けた市町村などから個々の被災者に義援金が

届けられる。

義援金に関する大きな問題点のーっとして、継続性に欠けることが指摘できる。例えば、阪枠・

淡路大震災の義援金総額は 1791億円とも言われているが、その約 90%が震災発生後 3ヶ月以内に

集中し、震災発生後3ヶ月を過ぎると、急激に義援金の受入件数及び受入金額が減少し、伸び悩み

が顕著であった。阪神・淡路大震災の義援金の日本赤十字社受付分について、義援金の受入件数と

受入額の推移を見ると(日本赤十字社HPr東日本大震災義援金の受付・送金状況」の参考資料「阪

神・淡路大震災(平成7年 1月 17日発生)の義援金受付状況(日本赤十字社受付分)Jによる)、 1995

年 1月 17日の震災発生の約2ヵ月半後の 3月31日現在で252万0387件、 892億 2310万2475円で

あったが、震災発生の約 l年後である受付窓口閉鎖時の 1996年 1月31日現在で264万5040件、1006

億 7897万 1076円と、震災発生の2ヵ月半後以降の伸びは非常に鈍かった。

厚生労働省が 2012年9月21日付けで発表した「義援金とその配布状況 (9月21日現在)Jによ
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ると、東日本大震災の義援金総額は 3610億円と、阪神・淡路大震災の義援金総額を大きく上回り、

義援金の受付期間も 2013年3月31日まで延長された。東日本大震災の義援金の日本赤十字社受付

分について、義援金の受入件数と受入額の推移を見ると (f東日本大震災義援金総額 日本赤十字j

による)、 2011年3月 11日の震災発生の約3ヵ月後の6月 17日現在で234万7462件、2498億 3779

万9491円であったが、震災発生の 10ヵ月後の 2012年 1月4日現在で266万4961件、 3060億 2717

万 1325円、震災発生の 1年7ヵ月後の2012年 10月 18日現在で285万5038件、3214億7200万7174

円であった。阪神・淡路大震災の義援金受入額の推移に比べると、東日本大震災の義援金受入額の

時間経過に伴う減少率はいくらか緩やかではあるが、それでも、1年7ヵ月後の義援金総額の約 78%

が震災後3ヶ月以内の受入に集中している。このように、新たな義援金が頭打ちになっているし、

被害総額に対して義援金の占める割合は 5%強に過ぎない。このことから、義援金の増額と継続的

拠出の必要性が認められる。

1It書および環境問題に闘する脱得研究

災害問題や環境問題に関する人々の態度や行動を変容させる手段は、説得研究の中の特に恐怖ア

ピール(島町appeal)の領域で検討されてきた。恐怖アピールは、認知主義的立場を重視する場合に

は脅威アピール(也realappeal)とも呼ばれる。恐怖アピーノレは、説得の受け手に対する脅威の危険

性を強調し、受け手に恐怖感情を喚起することによって、勧告する脅威への対処行動を受容させよ

うとする説得である(深田，2012)。

自然災害に闘する恐怖アピール研究 自然災害を扱った恐怖アピール研究に関しては、地震の脅

威とその備えを訴えた Mu1i1is& Lippa (1990)のわずか 1件が見られるに過ぎない。成人のマイホ

ーム所有者を実験参加者としたM叫出s& Lippa (1990)は、地震の生じる生起確率、地震の被害の

深刻さ、対処行動の効果性、対処行動の実行可能性の4変数を独立変数として操作し、対処行動で

ある地震への準備に及ぼす4変数の効果を検討した。その結果、脅威の生起確率と対処行動の効果

性との聞に防護動機理論 (Rog田， 1983)が予測する方向での交互作用を発見した。すなわち、対処

行動の効果性が高い条件では、脅威の生起確率の高い条件のほうが低い条件よりも、逆に、対処行

動の効果性が低い条件では、脅威の生起確率の低い条件のほうが高い条件よりも、説得の約 5週間

後の行動変容が大きかった。しかし、このほかに2つ見出された二次の交互作用は解釈困難なもの

であった。

人為的災害に関する恐怖アピール研寛 人為的災害を扱った恐怖アピーノレ研究に関しては、 Cope

&Rich田唱曲'n(1972)、Hewgil1& Mill町 (1965)、Powell(1965)の3研究が、核戦争・放射性降下物

を脅威、 放射性降下物避難施設(核シェルター)の建設を対処行動として取り上げており、また、

McC1田ney& Neiss (1989)が核戦争を脅威、核軍備統制(核兵器凍結)を対処行動として取り上げ

ている。

環境問置に閲する恐怖アピール研究 環境問題を扱った恐怖アピーノレ研究に関しては、 H田e& 

Gifford (1991)が下水の海洋投棄による海洋汚染を脅威、未処理下水の海洋投棄禁止を対処行動と

しているし、ラドン汚染問題のある地域のマイホーム所有者を実験参加者としたWeinstein，Sandman 
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& Robe託s(1990)がラドンを脅威、家庭でのラドン検査を対処行動として取り上げている。また、

Roser &τbompsoo (1995)は、対処行動に関する勧告情報を提示せず、プルトニウム汚染という恐

怖喚起情報のみを提示し、適応的対処方略の規定因を探っている。我が園では、戸塚・早川・深田

(2001)が環境ホルモン(擬似エストロゲン物質)を脅威、擬似エストロゲン物質の流出可能性の

ある食器の買い控えと擬似エストロゲン物質混入食品の不買を対処行動として、同様に、戸塚・深

田・木村 (200ヨ)が擬似エストロゲン物質の流出可能性のある食器の買い替えと擬似エストログン

物質非混入食品選択を対処行動として、また、戸塚・深田 (2005)がダイオキシン汚染を脅威、ゴ

ミの分別と塩化ビニール製品の不買を対処行動として取り上げている。

まとめ 以上のように、自然災害、人為的災害、環境問題を説得話題として取り上げて、対処行

動を訴える恐怖アピール研究は 10件見られる。これらの先行研究は、説得の受け手に対する脅威の

危険性を強調することによって、その危険から逃れるために勧告された対処行動の受容を促進する、

いわゆるオーソドックスなタイプの恐怖アピール研究である。脅威と対処行動の関係が先行研究と

同様であれば、すなわち、地震、津波、放射能汚染の脅威を強調し、対処行動として地震や津波へ

の準備や被害防止対策、放射能汚染への防止対策を訴えるのであれば、恐怖アピールの使用は有効

であろう。しかし、東日本大震災の被災者に対する義援金の拠出を対処行動とする場合には、東日

本大震災の脅威を強調することが義援金の拠出に直接結びつかない。説得の受け手は被災者でない

ため、震災という脅威は被災地域の人々にとっての脅威であり、受け手にとっての直接の脅威とは

ならないし、義援金を拠出する対処行動は受け手自身の震災の脅威を低減・回避するわけではない。

したがって、恐怖アピーノレ以外の説得技法を工夫しなければならない。

醤援金の提出促進に利用可能な恐怖アピール研賓の知見

穣援金拠出行動の特徴に対応する恐怖アピール研究 東日本大震災の被災者に対する義援金の

拠出は、いくつかの特徴的な性格をもっ行動である。第1に、義援金の拠出は、拠出者自身の利益

(自己利益)となる利己的行動ではなく、他者である被災者の利益(他者利益)となる利他的行動

である。第2に、義援金の拠出は、脅威に対する対処行動あるいは適応行動というよりは、むしろ

被災者に対する道徳的行動あるいは向社会的行動である。第3に、義援金の拠出は、一人の人が単

独で行っても効果は期待できず、多数の人々が並行的・同時的に拠出して初めて効果が期待できる

集合的行動である。

以上の3つの観点から恐怖アピール研究および恐怖アピール関連研究(理論・モデルの恐怖アピ

ールへの応用を目指す調査研究)を再検討すると、第 1の特徴に対応する研究として、受け手自身、

受け手にとって重要な他者(家族)、受け手にとって無関係な国民一般に対する脅威(脅威ターゲッ

ト変数)を扱った研究が、第2の特徴に対応する研究として、道徳的行動や向社会的行動を支える

感情喚起の効果と恐怖感情喚起の効果を比較できる研究が、第3の特徴に対応する研究として、受

け手および受け手以外の多数の人々に対する脅威(集合的脅威)を低減するためには、多数の人々

が並行的・同時的に対処行動(集合的対処行動)をとらねばならないことを検討した研究が存在す

る。
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3つの特徴に対応する恐怖アピール研究 第 lの特徴に関連して、恐怖アピーノレ研究の中に、受

け手自身に対する脅威だけではなく、受け手の家族などに対する脅威を検討した先行研究が2例存

在する。放射性降下物の説得話題を用いた Powell(1965)は、①脅威のターゲットが受け手自身の

場合と家族の場合とでは説得効果が岡程度であるが、国民一般の場合には説得効果が小さいこと、

②脅威のターゲットが受け手自身の場合と国民一般の場合は、強恐怖アピーノレと弱恐怖アピーノレの

説得効果が同程度であるが、家族の場合は強恐怖アピールの方が弱恐怖アピールよりも説得効果が

大きいことを報告した。環境ホノレモン(擬似エストロゲン物質)を説得話題に用いた戸塚他(却02)

は、脅威のターゲットが受け手自身の場合に比べて、家族の場合の方が説得効果は大きいことを見

出した。

第1と第2の特徴に関連して、脅威のターゲットを人間ではなく鯨とする先行研究も 1例見られ

る。捕鯨を説得話題に用いた She1ton& Rogers (1981)は、受け手に鯨の救助とグリーンピースへの

支援を訴える説得を行ったが、この研究での脅威は鯨に対する脅威であり、受け手である人間に対

する脅威ではなかった。脅威の深刻さ、対処行動の効果性、同情 (empa血y)の3変数が操作され、

深刻さが大きいほど、効果性が大きいほど、同情が大きいほど、説得効果は大きいというそれぞれ

の主効果と、低深刻さ・低同情条件下の方がほかの3つの深刻lさ・同情条件よりも説得効果は小さ

いという深刻さと同情の一次の交互作用が見出された。さらに、パス解析の結果から、同情から行

動意思(説得効果)へのパスが最も大きいことが示された。

第2の特徴に関連して、優先座席付近での携帯電話の使用の話題を用いた戸塚・上北・狩野(2006)

は、恐怖アピーノレ(脅威度)と共感喚起アピーノレ(共感喚起)が優先座席付近での携帯電話使用に

対する態度と加害行動抑制意思に及ぼす効果を検討した。しかし、加害行動抑制意思に及ぼす両独

立変数の効果は見られず、共感喚起なし条件で脅威度の単純主効果が存在するという脅威度と共感

喚起の交互作用が見られるにとどまった。

他方、高本・深田 (20100)は、エイズ情報が田V感染者・エイズ患者との共生行動意思に及ぼ

す影響過程を説明するための共生行動生起過程モデルを提出し、共分散構造分析を利用したパス解

析によって検討した。その結果、 3種類のエイズ情報(第 1段階)と共生行動意思(第4段階)を

つなぐ媒介過程として設定した第2段階の3種類の知識変数と 2種類の感情変数、第3段階の6種

類の認知変数のうち、第2段階の感情変数の一つである共感感情 (sympo也y)が最も重要な役割を

果たしていることを解明した。

この共感感情が説得効果に関係することは、説得への抵抗を扱う警告研究の領域でも指摘されて

いる。二段階説得事態(第 l段階の偽装説得と第2段階の隠蔽説得)を用いた深田 (2004)は、第

一段階の偽装説得後に提示される単独事後警告が共感感情の低減を媒介にして偽装説得効果を抑制

することを明らかにした。

第3の特徴に関連して、環境問題に代表される脅威は、個人の健康や安全に対する個人的脅威で

はなく、地域住民や国民といった多くの人々に対する集合的脅威である。個人的脅威に対して有効

な個人的対処行動は集合的脅威の低減には有効ではなく、多くの人々が並行的・同時的に対処して

初めて、集合的脅威は低減する。こうした対処行動を集合的対処行動という。集合的脅威を説得話
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題とする恐怖アピールの説得効果を説明するために、深田・戸塚 (2001)は、集合的防護動機モデ

ルを提出した(戸塚，2002参照)。集合的防護動機モデルは、それぞれ2つの認知変数から成る 4つ

の評価変数が集合的防護動機を規定し、集合的防護動機が集合的対処行動意思を規定すると仮定す

る。すなわち、脅威の深刻さ認知と生起確率認知が脅威評価を、対処行動の効果性認知とコスト認

知が対処評価を、対処行動を採ることの実行能力認知と責任認知が個人評価を、対処行動について

の実行者割合認知と規範認知が社会評価を構成すると仮定する。東日本大震災のような災害に対す

る義援金の拠出を説得する場合には、集合的脅威に対する集合的対処行動の生起過程を説明する集

合的防護動機モデルの適用が有効であろう。

この集合的防護動機モデルの妥当性は、4つの環境問題と 6つの対処行動を使用した戸塚(2002)、

エイズ問題と 3つの対処行動を使用した高木・深田 (201Ob)、4つの環境問題と 6つの対処行動を

用いた子・深田・戸塚 (2006.)、4つの環境問題と 4つの対処行動を用いた子・深田・戸塚 (2006b)

によって証明されている。

本研究への示唆義援金の拠出行動に内包される 3つの特徴に関連する恐怖アピール研究および

恐怖アピール関連研究から、東日本大震災の義援金の拠出を促進する説得に関して、次の3点が示

唆される。第 1に、説得の受け手自身のための利己的行動ではなく、受け手が直接的な対人関係を

もたない被災者のための利他的行動である義援金の拠出には、恐怖アピーノレの有効性は低い。第 2

に、被災者に対する共感や同情の喚起は、被災者のための利他的行動である義援金の拠出促進に役

立つ可能性が高い。第3に、義援金の拠出に関する受け手の行動意思決定過程を解明するために、

集合的防護動機モデルの枠組みが利用できる。

道徳的行動としての韓援金の拠出行動

遭徳的感情道徳的行動を支える感情が道徳的感情であり、道徳的感情は道徳的思考や道徳的行

動を維持・促進する感情である。 P田町"(2007)によると、道徳的感情は、共感系、嫌悪系、罪悪

感 (gui1t)や恥(曲阻e)などの罪悪感・恥系という 3種類の感情群に分類できる。

共感系の道徳的感情 共感系の道徳的感情には、共感 (empa也y)、同情(.戸np.也y)、憐み

(co血P'回ion)が含まれる。これらはいずれも、他者が感じたことを同じように感じ、苦しんでい

る他者を思いやる感情である。この系統に属する感情は、利他的行動の最も有力な予測要因となる

(Pizarro， 2007)。他の研究でも、共感系の道徳的感情と向社会的行動との関連は、数多く指摘され

てきた。例えば登張 (2003)は、他者に関心を抱き、他者の気持ちゃ状況を想像するといった共感

(性)が向社会的行動と正の相闘を示すことを明らかにした。また菊池 (2009)は、共感(性)と

向社会的行動との相関関係を示す研究が数多いことから、共感(性)が向社会的行動の動機となっ

ている可能性を示唆している。義援金の拠出行動は向社会的行動であるので、共感系の道徳感情の

喚起は義援金の拠出を促進すると考えられる。そこで本研究では、義援金の拠出行動を促進するた

めに喚起する感情として、共感系の道徳的感情をとりあげる。なお、共感には、被災者の苦悩や悲

惨な体験などのネガティプな側面についての共感と、被災者の前向きな姿勢や逆境を跳ね返す生き

様などのポジティブな側面についての共感があると想定される。そこで本研究では、前者をネガテ
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ィプ共感、後者をポジティプ共感と呼び、操作変数として取り上げる。

.悪系の道徳的感情嫌悪系の道徳的感情には、怒り(皿E町)や嫌悪 (disgust)が含まれる。こ

れらはいずれも他者が道徳的規範に違反した(と認知した)際に生じる否定的な感情であり、道徳

的に違反した他者を非難する行動を促進する感情である (p担arro，2007)。義援金の拠出行動は、他

者を非難するような行動ではないため、嫌悪系の道徳的感情は、義援金問題の説得には適していな

いと考えられる。

扉恵感・恥系の道徳的感情罪悪感・恥系の道徳的感情には、罪悪感匂，ilt)や恥(ぬ阻e)が含

まれる。これらはいずれも自分自身が道徳的規範に違反した(と認知した)際に生じる否定的な感

情であり、自分自身の行動を調整することを促進する感情である。ただし、繭 (2008)によると、

罪悪感と恥は類似した感情であるが、それぞれ動機的側面が異なるという。具体的には、罪悪感に

は、告白・謝罪・償いの欲求という動機的側面が、恥には、逃避への欲求という動機的側面がある。

義援金の拠出行動をとるかとらないかは、道徳的にふさわしい行動(向社会的行動)をとるかとら

ないか、という道徳的規範に関わる問題である。そのため、十分な義援金を拠出していない実験参

加者は、道徳的規範からの逸脱を意識して罪悪感を感じれば、告白・謝罪・償いの欲求に、恥を感

じれば逃避の欲求に動機付けられると考えられる。これを義援金の拠出行動にあてはめると、恥の

喚起は、義援金に関する話題そのものからの逃避を動機付ける可能性があると言える。これに対し

て罪悪感の喚起は、償いのための新たな義援金の拠出行動を促進すると期待される。そこで本研究

では、恥・罪悪感系の感情の中でも、特に罪悪感をとりあげる。

なお、罪悪感と道徳的行動や向社会的行動との関連については、これまでに数多く指摘されてき

ている。例えばHynie，MacDona1d， & Mar司ues(2006)は、行動に対して罪悪感を予期することが逸

脱行為の抑制と適応的な行動の促進に効果的であることを示している。また、少年期における罪悪

感の感じやすさが青年期のどのような行動と関連するかを縦断的に検討した Tangney& Dear担g

(2∞2)は、罪悪感は道徳的行動を導くと結論づけている。さらに、罪悪感が道徳的逸脱状況で生
じることが Kel佃町&Buswell (1996)によって示されている。

共感喚起アピールと罪愚感喚起アピール

共感喚起アピール臓器提供の説得話題を用いた Sla血血ich&阻n飽白血町(1996)は、共感喚起

を操作し、共感喚起が臓器提供に対する態度やドナー・カードへの署名行動意思に及ぼす影響を検

討した。共感喚起あり・なしの両条件を混みにしたパス解析から、共感喚起が臓器提供への関心度

と肯定的態度、ドナー・カードへの署名行動意思を増加させることが明らかとなった。

ビールの新製品に関する 2種類の情緒アピーノレ広告の効果を比較検討した Aaker& Willi皿 S

(1998)は実験1で、他者焦点感情としての共感喚起アピーノレと自己焦点感情としての誇り (pride)

喚起アピーノレを使用した。新商品に対する態度に関して、情緒アピーノレ・タイプと受け手の文化志

向性との聞に予想とは逆の交互作用がみられ、個人主義群では共感喚起アピールの方が誇り喚起ア

ピールよりも肯定的方向への態度変容が大きかったが、集団主義群では情緒アピール・タイプによ

る差は見られなかった。
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視覚障害者への角膜移植に関するテレビ番組の視聴結果を調査した Bae(2008)は、同情と共感

が話題への関心を高める方向に作用していることを確認し、共感が説得過程の重要な媒介変数であ

ることが示唆された。

以上の 3件の先行研究、「義援金の拠出促進に利用可能な恐怖アピール研究の知見」の r3つの特

徴に対応する恐怖アピール研究」の項で引用した Shelt岨&Rogers (1981)および戸塚他 (2006)の

研究、「道徳的行動としての義援金の拠出行動Iの「共感系の道徳的感情jの項で考察した道徳的行

動に対する共感の機能を併せて判断すると、共感喚起(共感感情)は、東日本大震災の被災者に対

する義援金の拠出行動を促進する有力な要因である可能性が高い。

罪思慮アピール慈善事業の広告が寄付行動に及ぼす影響を調査した Hibb出， S血i也， Da吋民&

lreland (2007)は、広告を見た際に罪悪感が生じることによって寄付行動意思が高まることを報告

した。また、動物保護基金への募金と子どもの救済への募金を訴える広告の影響を調査した Cotte，

co叫ler，& Moore (2005)は、広告の信憲性が高く認知されるほど罪悪感が大きくなることを前者の

話題で、広告の操作意図が高く認知されるほど罪悪感が小さくなることを後者の話題で見出した。

罪悪感アピーノレに関する先行研究は少ないが、「道徳的行動としての義援金の拠出行動」の「罪悪

感・恥系の道徳的感情」の項で考察した道徳的行動に対する罪悪感の機能から、罪悪感喚起(罪悪

感)も、東日本大震災の被災者に対する義援金の拠出行動を促進する有力な要因である可能性が高

し、。

本研究の目的

本研究は、東日本大震災の被災者に対する義援金の拠出を促進するための説得技法の開発を目指

しており、個人にできる範囲での義援金の継続的な拠出を訴える。本研究の第 1目的は、ポジティ

プ共感、ネガティプ共感、および罪悪感の喚起が説得効果に及ぼす影響を実験的に検討することで

あり、第2目的は、集合的防護動機モデルの枠組みを使用して、説得効果の生起過程を検討するこ

とである。

方法

実験計圃と実験参加者

実験軒圃 ポジティプ共感(ポジティプ共感喚起あり条件、ポジティプ共感喚起なし条件)、ネ

ガティプ共感(ネガティプ共感喚起あり条件、ネガティプ共感喚起なし条件)、および罪悪感(罪悪

感喚起あり条件、罪悪感喚起なし条件)の 3変数を独立変数とした。 3種類の感情喚起の操作はい

ずれも印刷メッセージを用いて行った。すべての独立変数は実験参加者間変数とし、事後測定計画

に基づいて実験を実施した。 2x2x2の8条件のうち 1条件はいずれの感情喚起も行わない条件とな

り、この条件は、基本説得メッセージのみを提示する統制条件1 (メッセージあり統制条件)であ

った。このほかに、感情喚起メッセージも基本説得メッセージも提示しない統制条件II (メッセー

ジなし統制条件)を設定した。
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実験参加者 大学生 247名を対象に実験を行ったo 回答に不備のある対象者を除き、 235名(男

性 115名、女性 118名、不明 2名、平均年齢20.07歳、 SD~ 1.12)を分析の対象とした。実験参加

者は 7種類の実験条件および2種類の統制条件のいずれかにランダムに配置された(各条件 20-28

名)。

実験手鏡き

実験手続きの概要 教示、基本説得メッセージの提示、実験操作、従属変数の測定等はいずれも

小冊子を用いて集合法によって行ったo したがって、実験参加者のランダム配置の手続きは小冊子

のランダム配付によって行った。なお、ポジティプ共感喚起あり・ネガティプ共感喚起あり・罪悪

感喚起あり条件を除く他の全ての条件では、フィラー・メッセージおよびフィラー質問を末尾に挿

入することによって、実験の進行時聞が全条件で均等になるように調整した。

さらに、ポジティプ共感喚起あり・ネガティプ共感喚起あり・罪悪感喚起あり条件とポジティプ

共感喚起あり・ネガティブ共感喚起あり・罪悪感喚起なし条件(以下、「喚起なしjの表記は全て省

略する)の2条件では、ポジティブ共感喚起操作とネガティブ共感喚起操作の順序効果を相殺する

ために、カウンターパランスをとった。すなわち、当該条件内での約半数の実験参加者に対しては、

ポジティプ共感喚起操作を先に、ネガティプ共感喚起操作を後に行い、残りの約半数の実験参加者

に対しては、ネガティブ共感喚起操作を先に、ポジティプ共感喚起操作を後に行った。

小冊子の構成小冊子は A4 サイズで、表紙を除くと 8~9 ベージであった。小冊子の具体的な構

成は以下の通りであった。

(1)ポジティブ共感喚起あり・ネガティプ共感喚起あり・罪悪感喚起あり条件:①表紙、②導入質

問、③基本説得メッセージ、④ポジティプ共感喚起メッセージ、⑤ネガティプ共感喚起メッセージ、

⑥罪悪感喚起メッセージ、⑦従属変数の測定、⑧実験参加者の性別・年齢質問。約半数は①から⑧

の順序、他の約半数は④と⑤の順序が入れ替わる。

。}ポジティブ共感喚起あり・ネガティプ共感喚起あり条件:①表紙、②導入質問、③基本説得メ

ッセージ、④ポジティブ共感喚起メッセージ、⑤ネガティプ共感喚起メッセージ、⑥従属変数の測

定、⑦フィラー・メッセージ(罪悪感喚起メッセージ)、③フィラー質問、⑨実験参加者の性別・年

齢質問。約半数は①から⑨の順序、他の約半数は④と⑤の順序が入れ替わる。

(3)ポジティプ共感喚起あり・罪悪感喚起あり条件/ネガティプ共感喚起あり・罪悪感喚起あり

条件 ①表紙、②導入質問、③基本説得メッセージ、④ポジティプ共感喚起メッセージ/ネガティ

プ共感喚起メッセージ、⑤罪悪感喚起メッセージ、⑥従属変数の測定、⑦フィラー・メッセージ(ネ

ガティブ共感喚起メッセージ/ポジティプ共感喚起メッセージ)、③フィラー質問、⑨実験参加者の

性別・年齢質問。

(4)ポジティプ共感喚起あり条件/ネガティブ共感喚起あり条件/罪悪感喚起あり条件・①表紙、

②導入質問、③基本説得メッセージ、④ポジティプ共感喚起メッセージ/ネガティプ共感喚起メッ

セージ/罪悪感喚起メッセージ、⑤従属変数の測定、⑥ブィラー・メッセージ(ネガティプ共感喚

起メッセージ+罪悪感喚起メッセージ/ポジティプ共感喚起メッセージ+罪悪感喚起メッセージ/
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ポジティプ共感喚起メッセージ+ネガティブ共感喚起メッセージ)、⑦フィラー質問、③実験参加者

の性別・年齢質問。

(5)統制条件 I・①表紙、②導入質問、③基本説得メッセージ、④従属変数の測定、⑤フィラー・

メッセージ(ポジティブ共感喚起メッセージ+ネガティプ共感喚起メッセージ+罪悪感喚起メッセ

ージ)、⑥フィラー質問、⑦実験参加者の性別・年齢質問。

(6)統制条件E・①表紙、②導入質問、③従属変数の測定、@フィラー・メッセージ(基本説得メ

ッセージ+ポジティプ共感喚起メッセージ+ネガティプ共感喚起メッセージ+罪悪感喚起メッセー

ジ)、⑤フィラー質問、⑥実験参加者の性別・年齢質問。

実践材料

脱得話姐と観得方向 説得話題は「東日本大震災被災者に対する義援金Iであり、基本説得メッ

セージは募金(義援金)への協力を訴えるものであった。

基本脱得メ・3セージ 東日本大震災被災者に対する募金への協力を唱導する基本説得メッセー

ジは約 400字の文章からなる印刷メッセージであり、 2個の図を含んでいた。基本説得メッセージ

は合計3段落で構成した。第1段落は導入部分であり、「東日本大震災について」という見出しのも

と、震災の発生について記述した。第2段落は「莫大な被害と、義援金の不足」という見出しのも

と、震災による被害総額(約25兆円)と現在の義援金受入額(約25∞億円)の比較を記述した。

この段落には、図「東日本大震災における被害総額と義援金受入額 (2011年 6月時点)Jが含まれ

ていた。第3段落は「このままでは、義援金は減少してしまう」という見出しのもと、 1995年に発

生した阪神・淡路大震災における義援金受入額の時間経過に伴う減少を記述した。この段落には、

図「阪神・淡路大震災の発生後における義援金受入額の推移」が含まれていた。そして、これらの

メッセージの末尾に、「なるべく多くの金額で、継続的に、募金に協力することが必要と考えられま

す。」左記述した。さらに、感情喚起メッセージも含めた全メッセージの最後に「被災者の方々に、

十分な支援をするために、あなたにできる範囲で、なるべく多くの金額で、継続的に募金に協力し

ましょう。Iと記述した。

ポジティブ共感の操作 ポジティプ共感喚起あり条件では、被災者の方々へのインタビューとい

う形式で、被災者が前向きに頑張ろうとしている姿を示す架空の記事3件を提示した。 3件の記事

は、①漁の再開を目指す漁師 (50代男性)、②子育てに頑張る母親 (30代女性)、③地元就職の意欲

を語る若者 (20代男性)の記事であり、それぞれ約 110-130字の長さであった。例えば「被災に

より漁ができなくなり、一度は引退を考えました。でも、目の前の海を見ていると『海に行きたい』

と思うんですよ。自分には、この仕事しかないって。みんなで力を合わせて港を復興して、もう一

度海に出ます。 (50代男性)Jといったものである。一方ポジティプ共感喚起なし条件では、これら

の記事を提示しなかった。

ネガティフ共感の操作ネガティプ共感喚起あり条件では、被災者の方々へのインタビューとい

う形式で、被災者が震災によって大変苦しい生活を送っている姿を示す架空の記事3件を提示した。

3件の記事は、①海水のために畑を失った農婦 (50代女性)、②放射線不安から子供と別居した父親
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(30代男性)、③就職予定先から内定を取り消された若者 (20代男性)の記事であり、それぞれ約

120字の長さであった。例えば「私は夫と農業をしてなんとか生計をたてていたんです。でも今回

の震災で、育てていた野菜も流されてしまったし、畑が海水で水浸しになってしまったので、今後

何も作れません。これから無収入でどうやって生活していけばいいかわかりません。 (50代女性)J

といったものであった。一方ネガティプ共感喚起なし条件ではこれらの記事を提示しなかった。

罪悪感の操作 罪悪感喚起あり条件では、「震災が発生してから今日までのあなた自身を思い起

こしてみてください」という文章に続けて、罪悪感を喚起する 3つの問いかけを提示した。 3つの

問いかけは、①被災者のことを見て見ぬふりをしてきたのではないか、②自分のことばかり考えて

こなかったか、③被災者のために精一杯の支援をしてきたのか、の 3点であり、それぞれ約 55字~

70字の長さであった。例えば、「あなたは、被災者の方々のことを、どれだけ思ってきましたか。

見て見ぬふりをしようとしたことがなかったでしょうか。」といった文章などを提示した。一方罪悪

感喚起なし条件では、これらの文章を提示しなかった。

各変散の測定

感情変散の測定項目 操作によって喚起させる 3種類の感情変数、すなわちポジティプ共感(被

災者の様子を知って、前向きな気持ちになった)、ネガティプ共感(被災者の様子を知って、暗い気

持ちになった)、罪悪感(十分に募金に協力していないことに罪悪感を感じた)の程度をそれぞれ 1

項目で測定した。回答はそれぞれの感情をどの程度感じたか、「非常に当てはまるJ(7点)~ r全

く当てはまらないJ(1点)の7段階で求めた。得点が高いほどそれぞれの感情を強く感じているこ

とを意味する。なお、そのほかにフィラー質問が 1項目含まれていた。

態度および行動意思表敏の測定項目 説得効果の測度として、募金に協力することに対する態度

および行動意思の2種類を測定した。

態度については、最大限の募金に対する態度(なるべく多くの金額で募金に協力すること)およ

び継続的な募金に対する態度(継続的に募金に協力していくこと)をそれぞれ1項目で測定した。

回答は「非常に賛成J(7点) ~ r非常に反対J(1点)の7段階で求めた。

行動意思については、①最大限の募金行動意思 (2 項目の α~ .81。なるべく多くの金額で募金に

協力するつもりだ。出費をある程度節約して募金に協力するつもりだ)、②継続的な募金行動意思 (2

項目の α~.90。今後 1 年以上の長期に渡って募金に協力するつもりだ。継続的に募金に協力するつ

もりだ)、③他者に募金を勧める行動意思 (2 項目の α~.890 なるべく多くの金額で募金に協力して

いくことの大切さを、友人や親に伝えるつもりだ。継続的に募金に協力していくことの大切さを、

友人や親に伝えるつもりだ)の 3種類の変数について、「非常に当てはまるJ(7点)~ r全く当て

はまらないJ(1点)の7段階で回答を求めた。これら 2項目で測定した行動意思変数は、分析の際

には2項目の得点を平均して使用した。

また、基本説得メッセージが説得する行動とは直接的に闘係しないが、説得の波及効呆がみられ

るかどうかを検証するために、ボランティアへの参加行動意思 (1項目。被災地のために何かボラ

ンティア活動をするつもりだ)を補助的に測定し、「非常に当てはまるJ(7点)~ r全く当てはま

76 



らないJ(1点)の7段階で回答を求めた。

態度変数に関しては得点が高いほど賛成方向の態度をもつことを、行動意思変数に関しては得点

が高いほどそれぞれの行動意思が強いことを意味する。なお、そのほかにフィラー質問2項目が含

まれていた。

毘知覧数の測定項目 集合的防護動機モデノレにおける 8種類の認知変数、すなわち生起確率認知

(義援金が不足することで、被災者の方々への支援が遅れる可能性は高い)、責任認知(なるべく多

くの金額で継続的に募金に協力し、被災者の方々への支援に協力する責任が私にはある)、深刻さ認

知(義援金が不足することで、被災者の方々への支援が遅れることは深刻な問題だ)、コスト認知(な

るべく多くの金額で継続的に募金に協力していくことは、私の生活に負担がかかる)、効果性認知(も

し私がなるべく多くの金額で継続的に募金に協力すれば、被災地復興につながる)、実行者割合認知

(なるべく多くの金額で継続的に募金に協力している人は多い)、規範認知(なるべく多くの金額で

継続的に募金に協力していくという行動は社会の規範に沿っている)、実行能力認知(私には、なる

べく多くの金額で継続的に募金に協力していけるだけの粘り強さがある)のそれぞれを 1項目ずつ

で測定した。いずれも「非常にそう思うJ(7点)~ r全くそう恩わないJ(1点)の7段階で回答を

求めた。得点が高いほどそれぞれを強く認知していることを意味する。

その他の測定項目 最後に実験参加者の性別と年齢を尋ねた。なお、このほかに、導入質問を 2

項目、メッセージ評価を4項目、身近な被災者の存在を3項目で測定したが、本論文では報告しな

いので、記述を省略した。

結果

基本院得メッセージの脱得力のチェック

基本説得メッセージの説得力を確認するために、 2種類の態度得点、および4種類の行動意思得点

のそれぞれについて、統制条件 1 (メッセージあり統制条件)と統制条件II (メッセージなし統制

条件)の聞で平均値の比較を行った (Tab1e1、Tab1e2)。

その結果、態度得点、については、継続的な募金に対する態度得点において、条件聞に有意差が見

られたが (1(51) ~ 2.09，p < .05)、最大限の募金に対する態度得点においては有意差が見られなかっ

た。

また、行動意思得点については、最大限の募金行動意思、継続的な募金行動意思、他者に募金を

勧める行動意思の3種類の得点全てにおいて、条件聞に有意差が見られた (Is(51) > 2.30，戸<.05)。

有意差があった変数のいずれも統制条件Eよりも統制条件 Iの方が得点が高くなっていたことか

ら、使用した基本説得メッセージは態度の一部および行動意思の全部に対して有効な説得メッセー

ジであることが示された。

しかし、説得の間接的な効呆を検討するために設けたボランティアへの参加行動意思得点につい

ては条件聞に有意差は認められず、使用した基本説得メッセージがボランティアへの参加行動意思

を促進するような波及効果はもたないことが判明した。

77 



Table 1 統制条件 Iと統制条件Eにおける態度得点、の平均値(標準偏差)

最大限の募金

継続的な募金

統制条件 I

(メッセージあり)

5.04 (1.お)

5.93 (0.8η 

統制条件E

(メッセージなし)

4.5唱 (0.94)

5.35 (1.12) 

百.ble2 統制条件 1!::統制条件Eにおける行動意思得点の平均値(標準偏差)

統制条件 I 統制条件E

(メッセージあり) (メッセージなし)

最大限の募金 3.13 (1.16) 2.46 (0.89) 

継続的な募金 3.40 (1.3η 2.32 (1.03) 

他者への勧め 2.92 (1.56) 2.07 (1白)

ボランティアへの参加 2.89 (1.55) 2.38 (1【ゆ}

感情喚起の操作チェッヲ

実験操作の適切性の確認のために、ポジティプ共感得点、ネガティプ共感得点、罪悪感得点、のそ

れぞれを従属変数とした3要因分散分析を行った (11油le3)。その結果、ポジティブ共感得点に対す

るポジティプ感情喚起要因の主効果 (F(1， 196) ~ 15.71，p < .001)が有意であり、ネガティブ共感得

点に対するネガティプ感情喚起要因の主効果(F(I，196)~3.27， p<.1O)が有意傾向を示した。しか

しながら、罪悪感得点、に対する罪悪感喚起要因の主効果は有意ではなかった。これらの結果より、

ポジティプ共感喚起およびネガティプ共感喚起の操作に関しては適切であったと判断できる。一方、

罪悪感喚起の操作に関しては適切であったとの判断はできない結果となった。操作チェックでは罪

悪感喚起操作の成功が確認できなかったが、行動意思および態度に及ぼす3種類の感情喚起要因の

効果の分析の際は、当初の計画通りに罪悪感喚起要因も取り上げ、その効果を分析した。

行動意思に及Iます各要因の影響

最大限の募金行動意思、継続的な募金行動意思、他者に募金を勧める行動意思、ボランティアへ

の参加行動意思の4種類の行動意思変数を従属変数とする 3要因の分散分析を行った (Table4)。

その結果、最大限の募金行動意思、他者に募金を勧める行動意思、ボランティアへの参加行動意

思の3変数に関しては、いずれの効果も有意とはならなかった。

一方、継続的な募金行動意思についてはいくつかの有意な効果が明らかとなった。まず、二次の

交互作用 (F(1， 196) ~ 3.78，p < .10)が有意傾向となった。単純効果の検定を行ったところ、ネガテ

ィプ共感喚起なし条件におけるポジティブ共感喚起と罪悪感喚起の単純交互作用が有意であり (F

(1， 196) ~ 5.11，p < .05)、ネガティプ共感喚起なし条件での罪悪感喚起なし条件におけるポジティプ

共感喚起要因の単純主効果が有意であった (F(1， 196) ~ 4.14，p < .05)。この単純主効果は、ポジテ

ィプ共感喚起が継続的な募金行動意思を減少させるというもので、予想とは逆方向の結果であった。
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また、ポジティプ共感喚起あり条件におけるネガティプ共感喚起と罪悪感喚起の単純交互作用が有

意であったが (F(1， 196) ~ 5.69，p < .05)、有意な単純主効果はみられなかった。

態度に及Iます各要因の影響

最大限の募金に対する態度および継続的な募金に対する態度の両変数を従属変数とする 3要因の

分散分析を行った (Tab1e5)。

その結果、最大限の募金に対する態度に関しては、二次の交互作用が有意であった (F(1， 196) ~ 

4.63， P < .05)。単純効果の検討を行ったところ、ポジティプ共感喚起なし条件におけるネガティプ

共感喚起と罪悪感喚起の単純交互作用が有意 (F(1， 196) ~ 4.81，p < .05)、罪悪感喚起なし条件にお

けるポジティプ共感喚起とネガティプ共感喚起の単純交互作用 (F(I，196)~3.09， p<.10) およびネ

ガティプ共感喚起あり条件におけるポジティブ共感喚起と罪悪感喚起の単純交互作用 (F(1， 196) ~ 

3.32，p < .10)がそれぞれ有意傾向となったo しかしながらいずれの単純単純主効果も有意ではなか

った。また、継続的な募金に対する態度に関しては、いずれの要因の効果も有意ではなかった。

毘知変敏および感情変敢による行動意思および態度への影響

4種類の行動意思変数に及ぽす認知変数および感情変数の影響を検討するために、4種類の行動意

思変数を目的変数に、集合的防護動機モデルによる 8種類の認知変数およびポジティブ共感、ネガ

ティプ共感、罪悪感の3種類の感情変数を説明変数にしたパス解析を行った。このパス解析では、

目的変数聞の誤差聞に共分散を仮定した。分析の結果得られた決定係数および標準化係数を Tab1e6 

に示す。

最大限の募金行動意思、継続的な募金行動意思、他者に募金を勧める行動意思の 3種類全ての行

動意思変数に共通して、責任認知と実行能力認知、そして罪悪感が有意なEの影響を及ぼしていた。

すなわち、責任認知、実行能力認知、罪悪感が高いほど、募金に関わる全ての行動意思が強いこと

が実証された。

そのほかに、以下のような部分的な影響が認められた。最大限の募金行動意思に対して深刻さ認

知が有意な正の影響を、継続的な募金行動意思に対して実行能力認知とネガティプ共感が共に有意

な正の影響を、他者に勧める行動意思に対して効呆性認知が有意な正の影響を、実行者割合認知が

有意な負の影響を及ぼしていた。すなわち、①深刻さ認知が高いほど、最大限の募金行動意思が強

い、②ネガティプ共感が高いほど、継続的な募金行動意思が強い、③コスト認知が高いほど、実行

者割合認知が低いほど、他者に募金を勧める行動意思が強いことが分かったo

一方、説得の波及効果の測度に相当するボランティアへの参加行動意思に関しては、そのほかの

3種類の行動意思とは異なり、効果性認知とポジティブ共感が共に有意な正の影響を及ぼしていた。

すなわち、効果性認知とポジティプ共感が高いほど、ボランティアへの参加行動意思が強いことが

分かった。
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Table 6 行動意思変数に関するパス解析の結果(標準化係数)

最大限の募金 継続的な募金 他者への勧め ボランティアへの参加

生起確率認知 ー.11 ー.03 ー.06 ー.03

責任認知 .33事帥 .33申事事 .14申事申 .10 

深刻さ認知 .15・ .07 .05 .側

コスト認知 ー.06 ー.凹 ー.04 .03 

効果性認知 .05 .01 .15・ .13申申

実行者割合認知 ー.08 ー.08 ー.11申 .03 

規範認知 ー.05 ー.01 ー.12 ー.10

実行極力認知 .17事申申 .31申事事 .35事事申 .14 

ポジテイブ共感 .08 .07 .05 .17申申

ネガテイブ共感 官1 .11 • ー.01 .側

罪悪感 .30事帥 .10申事事 .17事事申 .凹

R2 .61 .57 .52 .27 

申事事p<ー田1，帥P<.01，事P<.05 

Table 7 態度変パス解析の結果(標準化係数)

最大限の募金 継続的な募金

生起確率認知 14 .08 

責任認知 06 ー12

深刻さ認知 10 .16・
コスト認知 位 ー∞

効果性認知 06 ー10

実行者割合認知 08 -.01 

規範認知 10 .19申申

実行能力認知 01 .17. 

ポジティプ共感 -.11 ー.16申

ネガティプ共感 -.01 .∞ 

罪悪感 04 .16. 

R2 16 30 

事事p<.01，申p<.05 

続いて 2種類の態度変数に及ぼす認知変数および感情変数の影響を検討するために、 2種類の態

度変数を目的変数に、集合的防護動機モデルによる 8種類の認知変数およびポジティブ共感、ネガ

ティプ共感、罪悪感の3種類の感情変数を説明変数にしたパス解析を行った。分析の結果得られた

決定係数および標準化係数を Table7に示す。

その結果、最大限の募金に対する態度については有意な影響はみられなかった。一方、継続的な

募金に対する態度については、深刻さ認知、規範認知、実行能力認知の 3認知変数が有意な正の影

響を及ぼしていた。また感情変数であるポジティプ共感が有意な負の影響を、罪悪感が有意な正の
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影響をそれぞれ有することが示された。すなわち、深刻さ認知と規範認知が高いほど、罪悪感が高

いほど、逆にポジティプ共感が低いほど、継続的な募金に対する態度が肯定的であることが示され

た。

考書

本研究は、東日本大震災の被災者に対する義援金の拠出をめぐって、できるだけ多くの額を継続

的に拠出してもらうための説得技法を開発することを目的としていた。主に恐怖アピーノレと道徳的

感情喚起アピーノレに関する先行研究から、義援金の拠出に有効と判断された共感喚起(ポジティプ

共感喚起とネガティプ共感喚起)と罪悪感喚起を独立変数として取り上げた。そして、説得効果の

指標として、募金に対する行動意思と態度を測定した。行動意思は、最大限の募金行動意思、継続

的な募金行動意思、他者に募金を勧める行動意思を、態度は、最大限の募金への態度、継続的な募

金への態度を測定した。なお、波及効果を考慮し、ボランティアへの参加行動意思も補助的に測定

した。これらの説得効果の指標に及ぼす3つの感情喚起変数の効果を検討すると同時に、集合的防

護動機モデルの枠組みを利用して説得効果の生起過程を検討した。

感情喚起が脱得に及ぼす効果

行動意思得点および態度得点に関する、基本説得メッセージありの統制条件 Iと基本説得メッセ

ージなしの統制条件Eの比較結果から、本研究で使用した基本説得メッセージは有意な説得力をも

つことが、募金への3種類の行動意思測度と 1種類の態度測度で示された。この基本説得メッセー

ジに特定の感情喚起メッセージが加わることによって、説得効果が増加するかどうかが本研究の最

大の関心事であった。

行動意思測度に関しては、継続的な募金行動意思の測度に対してのみ、感情喚起の効果が見られ

た。有意傾向を示した二次の交互作用の単純効果を検定したところ、 2つの単純交互作用が有意で

あったが、単純単純主効果が有意であったのは、ネガティプ共感喚起なし・罪悪感喚起なし条件に

おけるポジティプ共感喚起の単純単純主効果のみであったo しかし、得られた唯一の単純単純主効

果も、当該条件下では、ポジティプ共感喚起が継続的な募金行動意思を低下させるという、予想と

は逆方向の効果であった。この結果の原因としては、本研究で操作した感情喚起が、説得への抵抗

をもたらすような予期しない感情(リアクタンス、怒り、不快感など)を実験参加者に喚起してい

た可能性が考えられる。

態度測度に関しては、最大限の募金に対する態度に対してのみ、感情喚起の効果が見られた。有

意であった三次の交互作用の単純効果を検定したところ、 1つの単純交互作用が有意で、 2つの単純

交互作用が有意傾向であったが、有意な単純単純主効果は全く認められなかった。

以上のように、本研究で使用した3種類の感情喚起は、期待する説得促進効呆を全くもたなかっ

た。一般市民に対して義援金への拠出協力を呼びかける際に、ポジティプ共感喚起とネガティプ共

感喚起がリアクタンス、怒り、不快感などのような感情を並行的に生じさせていたのかもしれない。
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今後の研究では、操作チェックの段階で、当該感情の測度だけでなく、リアクタンスなどのような

説得への抵抗をもたらす感情反応を積極的に測定する工夫をすることによって、共感喚起の機能を

多面的視点から解明する必要がある。罪悪感喚起に関しては、操作チェックの段階で本研究の操作

が有効ではないことが示されたので、操作自体を強化することと、共感喚起の場合と同様に、罪悪

感喚起がリアクタンスなどのような説得に逆方向に作用する感情反応を並行的に喚起してはいない

かどうかを測定し、検討することが求められる。

臨得の生超過程における毘知と感情の役割

説得の生起過程を解明するために募金への3種類の行動意思と 2種類の態度、および説得の波及

効果の生起過程を検討するために 1種類のボランティアへの参加行動意思を目的変数とし、集合的

防護動機モデルの 8つの認知変数と本研究で扱った 3つの感情変数を説明変数とするパス解析を行

ったところ、興味深い知見が得られた。

行勘定思変容過程 責任認知と実行能力認知と罪悪感は、最大限の募金行動意思、継続的な募金

行動意思、他者に募金を勧める行動意思の全てを促進することが判明した。東日本大震災の被災者

に対する義援金の拠出を説得する場合、受け手の責任(被災者支援に協力する責任)認知を高め、

実行能力(募金に協力する粘り強さ)認知を高めることが効果的であること、すなわち、説得メッ

セージの中に責任認知を高め、実行能力認知を高めるような情報を盛り込むことが義援金の額を増

やし、回数を増やすことに繋がることが解明された。行動意思に対する責任認知と実行能力認知の

影響は集合的防護動機モデルからの予測と一致する。

さらに興味ある結果は、罪悪感が説得促進の有力な要因であることが判明したことである。罪悪

感に関する本研究の結果は、Hibb剖 etal. (2007)の結果と一致しており、H四 eet a1. (2006)やT回耳目y

&Dear担g(2002)の見解を裏付けるものである。本研究では、残念ながら罪悪感の喚起操作に成功

しなかったが、罪悪感が募金への3種類の行動意思の全てを促進することから、受け手に罪悪感を

喚起すること自体は、義援金の拠出額と拠出回数を増やすことに繋がることが分かった。しかし、

先に述べたように、罪悪感操作が、説得を促進する罪悪感だけでなく、説得を抑制する感情反応(日

アクタンス、怒り、不快など)を生じる可能性があると考えられるので、罪悪感喚起の手続きと材

料を吟味し、なおかつ説得を抑制する感情反応の喚起も査定できるような方法上の工夫が必要であ

る。

また、部分的な影響であり、影響の大きさも小さいが、深刻さ(支援の遅れの深刻さ)認知が最

大限の募金行動意思を増加させ、ネガティプ共感が継続的な募金行動意思を増加させ、効果性(募

金が被災地復興に繋がる)認知が他者に募金を勧める行動意思を増加させ、実行者割合(募金協力

者の割合)認知が他者に募金を勧める行動意思を減少させるこ左も判明した。このように、影響力

も、影響の範囲も小さいが、ネガティプ共感が義援金の継続的な拠出を促進することが示され、ネ

ガティプ共感喚起も義援金の拠出促進にいくらか寄与することが示された。この結呆は、 Skun国nich

&K面白血也er(1996)の結果と一致しており、 Bae(2008)の示唆を支持するものである。なお、深

刻さ認知と効果性認知の影響は、集合的防護動機モデルの予測と一致するが、実行者割合認知が他
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者に募金を勧める行動意思を減少させるのは、周囲で募金に協力する人が多いと認知すれば、敢え

て勧めようとしなくなると解釈され、募金への間接的な協力という行動意思測度の内容的特殊性を

反映した結果であると思われる。

魅度変容過程最大限の募金に対する態度への8つの認知変数と 3つの感情変数の影響は全く見

られなかったが、継続的な募金に対する態度への5つの変数の影響が見られた。認知変数と感情変

数の態度への影響は、募金への行動意思の場合と異なり、態度の測度によって異なるし、影響の大

きさも相対的に小さい。深刻さ認知、規範(募金は社会の規範)認知、実行能力認知、罪悪感は、

継続的な募金に対する態度を肯定的な方向に変容させるが、ポジティプ共感は、継続的な募金に対

する態度を否定的な方向に変容させることが分かったo 深刻さ認知、規範認知、実行能力認知の影

響は集合的防護動機モデルからの予測と一致する。罪悪感の影響は、行動意思の場合と同じ方向で

一貫しており、募金に対して肯定的、促進的に働くことが確認できた。しかし、ポジティプ共感の

影響の方向性については解釈が困難である。先に述べたように、本研究で測定しなかった共変数(剰

余変数)の影響を受けているのかもしれない。

波及効県生起過程 波及効果についての手がかりを得るために測定したボランティアへの参加行

動意思に対して、効果性認知とポジティブ共感が促進的な影響を与えていることが示された。被災

者に対するポジティプ共感の喚起が、募金への行動意思ではなくて、ボランティアへの参加行動意

思を強めることは、注目すべき結果である。この問題に関しては、ボランティア活動の種類との対

応を考慮しつつ研究を進めれば、ポジティプ共感の喚起だけでなく、ネガティブ共感の喚起や罪悪

感の喚起など、ほかの感情喚起が促進的に関与することが発見できる可能性がある。また、募金が

被災地の復興に繋がるという効果性認知は、最大限の募金と継続的な募金といった募金協力への直

接的な行動意思よりも、ボランティアへの参加行動意思の方を促進するのに役立っている。これは、

ボランティア活動による支援が被災地の復興に効果的であるという効果性認知と募金への協力が被

災地の復興に効果的であるという効果性認知の相関関係の高さを反映している可能性がある。この

点に関しても、募金への協力による支援だけでなく、ボランティア活動への参加による支援を同時

的に扱うことによって、詳細に検討しなければならない。
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Persuasion techniques to facilitate donations to the victims 

ofthe Great East Japan Earthquake 

Hiromi FUKADA但iroshimaBunkyo Women's University)， 

Masataka mGucm， Ryota TSUKAWAKI， llitomi KURANAGA， Tomoya IMURA， 

Mut阻 miIGARASHI， Makoto HIRAKAWA， Tetsuya FUKUDA， Ayano SmRAISHI， 

阻 dYoshino TERUYA但iroshimaU:凶V町si守)

τ'he present s回dywas conducted to develop pers'回目ontechniques旬 facili祖師donations恒也e
victims of the Great East J ap岨 Earthquake.Thre宿泊dependentvariables国 edin由isstudy we問

positive e皿lpathyarousal (町O田al/noaro田al)，negative e皿lpa也yarousal (町O田al/noarousal)，阻d

guilt arousal (arousal/no arousal) in a 2 x 2 x 2 be同 een-subjectsfac旬rialdesign. Dependent 

variable渇 me田町'edwere behavioral intentions to dona田 andattitudes toward donations to也e

victims，御国 a民自町O四 edby experi回阻阻1m姐 ip叫ations，姐deight cogr山vefacto四 of也e

collective protection皿otivationmodel. A control condi世onwas prl句aredwh悶 d句町ment

variable湿weremeasured wi也nomessage presen凶.The由民eindependent variables had small 

e由民国 onbehavioral intentions and attitudes. Analyses of persuasion processes showed由at

cognitions of responsibility田 d回目utioncapability，阻da feeling of思且Itw町 ethe皿osteffective 

factors to f，田ili胞出behavioral田崎ntionsto donate and attitodes toward donations恒也evicti血s.

Key words: Great East Japan Ear血quake，donations， p町suasion，guilt， collective prot，印刷n

皿otivation皿odel.
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